
令和３年 第１５回 川口市教育委員会定例会

                                日 時 令和３年９月１４日（火） 

                                    午後１時３０分 

                                場 所 ワークファンルーム会議室１・２ 

日    程

１ 開 会

２ 点 呼

３ 前回会議録の承認
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５ 協議事項

６ 議 事
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議案第１００号 令和４年度当初川口市立小・中学校教職員
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７ その他

８ 閉 会
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１ 教育委員会定例会の開催状況について 

（１）第 6回教育委員会定例会（4月 28 日開催）の内容 

  ア 教育長報告 

（ア）3月市議会定例会の概要について 

（イ）教育財産の用途廃止について 

   （ウ）学級編制の特例に係る取扱いについて 

   （エ）令和 3年度川口市立高等学校入学者選抜結果について 

   （オ）令和元・2年度研究委嘱発表について 

   （カ）教育委員会における新型コロナウイルス感染症の対応について 

  イ 協議事項 

（ア）6月市議会案件について 

  ウ 議事 

（ア）令和 3年度川口市障害児就学支援委員を委嘱・任命することについて 

（イ）令和 3・4年度研究委嘱校を委嘱することについて 

（ウ）令和 3・4年度課題研究員を任命することについて 

（エ）専決処分の承認について（令和 3・4年度川口市小中連携・一貫教育推進校 

   を委嘱することについて） 

（オ）専決処分の承認について（令和 3・4年度川口市小中連携・一貫教育推進委 

員を任命することについて） 

（２）第 7回教育委員会定例会（5月 12 日開催）の内容 

  ア 教育長報告 

   （ア）5月行事予定について 

   （イ）川口市公民館運営審議会委員の委嘱を解いたことについて 

（ウ）川口市立中央ふれあい館運営審議会委員の委嘱を解いたことについて 

（エ）川口市社会教育委員の委嘱を解いたことについて 

（オ）教育財産（建物）の取得について 

（カ）川口市立学校教職員産業医について 

（キ）令和 3年度川口市立小・中学校以外への入学者について 

（ク）平成 30 年度・令和元年度小中連携・一貫教育推進事業について 

（ケ）令和 2年度川口市学校ファーム推進事業について 

（コ）令和 3年度こどもを守る運動強化週間について 

（サ）学校医の委嘱を解いたことについて 

（シ）学校医の委嘱について 
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  イ 協議事項 

    なし 

  ウ 議事 

（ア）6月市議会に係る議案の原案決定について【補正予算】 

（イ）6月市議会に係る議案の原案決定について【条例議案】 

（ウ）川口市教育委員会事務点検・外部評価委員を委嘱することについて 

（エ）川口市公民館運営審議会委員を委嘱することについて 

（オ）川口市公民館運営審議会委員を委嘱することについて 

（カ）川口市立中央ふれあい館運営審議会委員を委嘱することについて 

（キ）川口市社会教育委員を委嘱することについて 

（ク）川口市児童生徒学力向上推進委員を任命することについて 

（ケ）川口市児童生徒徳力向上推進委員を任命することについて 

（コ）川口市児童生徒体力向上推進委員を任命することについて 

（サ）川口市児童生徒ライフスキルかわぐち推進委員を任命することについて 

エ その他 

   （ア）戸塚西公民館の休館について 

（３）第 8回教育委員会定例会（6月 2日開催）の内容 

  ア 教育長報告 

（ア）6月行事予定について 

（イ）教育財産（建物）の取得について 

（ウ）川口市スポーツ推進委員の委嘱を解いたことについて 

（エ）川口市学校運営協議会委員の委嘱・任命を解いたことについて 

（オ）川口市部活動指導員の採用について 

  イ 協議事項 

    なし 

  ウ 議事 

   （ア）専決処分の承認について（職員の人事について） 

（イ）川口市美術館建設基本計画について 

（ウ）川口市学校運営協議会委員を委嘱・任命することについて 

（エ）川口市立学校（園）学校評議員を委嘱することについて 

（オ）川口市非行防止対策協議会委員を委嘱することについて 

（４）第 9回教育委員会定例会（6月 17 日開催）の内容 

  ア 教育長報告 

（ア）次世代支援・教育力向上特別委員会の概要について 

-2-



（イ）川口市公民館運営審議会委員の委嘱を解いたことについて 

（ウ）川口市社会教育委員の委嘱を解いたことについて 

（エ）川口市学校運営協議会委員の委嘱を解いたことについて 

（オ）令和 3年度川口市教育研修生の任命について 

イ 協議事項 

    なし 

  ウ 議事 

（ア）川口市公民館運営審議会委員を委嘱することについて 

（イ）川口市社会教育委員を委嘱することについて 

（ウ）川口市立科学館運営審議会委員を委嘱することについて 

（エ）川口市学校運営協議会委員を委嘱することについて 

（オ）専決処分の承認について（教職員の人事の内申について） 

（カ）職員の人事について 

（キ）令和 3年度川口市スクールガード・リーダーを委嘱することについて 

（ク）川口市いじめ問題調査委員会委員を委嘱することについて 

（ケ）川口市いじめ問題対策協議会委員を委嘱することについて 

（コ）職員の人事について 

エ その他 

（ア）ＧＩＧＡスクール端末の持ち帰り運用の開始について 

（５）第 10 回教育委員会定例会（7月 1日開催）の内容 

  ア 教育長報告 

（ア）7月行事予定について 

（イ）川口市学校運営協議会委員の委嘱を解いたことについて 

（ウ）川口市公民館運営審議会委員の委嘱を解いたことについて 

 イ 協議事項 

    なし 

  ウ 議事 

   （ア）川口市教育総務部指定管理者評価専門委員会委員を選任することについて 

   （イ）川口市学校運営協議会委員を委嘱することについて 

   （ウ）川口市公民館運営審議会委員を委嘱することについて 
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２ 小学校における３５人学級の実施について

（１）小学校における 35 人学級について

  ア 趣旨

    Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0 時代の到来や子どもたちの多様化が一層進展している状況等

も踏まえ、誰一人取り残すことなく、全ての子どもたちの可能性を引き出す教育へ

転換し、個別最適な学びと協働的な学びを実現することが必要であることから、一

人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細かな指導を可能とする指導体制と安全・安

心な教育環境を整備するために公立の小学校の学級編制の標準を段階的に引き下げ

るもの。

イ 概要

   （ア）学級編制の標準の引き下げ

      公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部改

正により、小学校の学級編制の標準を、これまでの 40 人（第 1 学年は 35 人）

から 35 人に引き下げるもの。 

   （イ）少人数学級の計画的な整備（経過措置規定） 

      令和 7年 3月 31 日までの間における学級編制の標準については、児童数の推

移等を考慮し、第 2学年から第 6学年まで段階的に 35 人とする。 

   【学級編制の標準の引き下げに係る計画】

年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

学年 小 2 小 3 小 4 小 5 小 6 

    ※計画の実施に当たり、学級数の増加に伴い教室不足が生じ、施設整備に一定期

間を要するなど、特別の事情がある場合には、各地方公共団体がその実情に応じ

て対応できるよう措置を講ずることとされている。

（２）35 人学級実施に向けての本市の主な課題と対応

  ア 普通教室の確保

    学級数の増加により、普通教室の不足が見込まれる学校については、転用可能な

教室等を活用し、早急に確保する必要がある。

    そのため、次年度以降の児童数推計等も踏まえたうえで、各学校の現状を把握し、

普通教室を確保できるよう、必要な改修工事等を計画的に実施していく。

  イ 学級数の増加に伴う教職員の確保

    教職員定数は学級数と連動するため、今後、必要となる教職員の増加が見込まれ

る。そのため、埼玉県教育委員会とも連携し教職員の確保に努める。
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  ウ その他の主な課題

   （ア）普通教室の整備と並行した特別支援学級や通級指導教室の整備

   （イ）ＧＩＧＡスクール構想に基づく各種整備

（ウ）教職員の増加に対応した職員室の整備

   （エ）学級数の増加に伴う給食調理室・配膳室の整備

   （オ）放課後児童クラブにおける安定的なクラブ室の確保策の検討
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３ いじめ問題の現状について

（１）いじめ問題に関する調査状況 

ア Ｎ学校の事案について

（ア）経緯 

令和 3年 2月 16 日、不登校であったＡ（当時中学 3年生）は、卒業文集の原 

稿を提出するため、Ａ保護者とともに来校し、担任に原稿を提出した。その際、 

原稿に、Ａが 1年生の時に「いじめが原因で学校に行けなくなった」との記載 

があり、不登校の原因がいじめであることが判明した。 

（イ）調査状況 

   令和 3年 2月 18 日、いじめ防止対策推進法に基づく重大事態として対応して 

いく旨をＡ及びＡ保護者に伝えたが、Ａ保護者は進学を目前に控えるＡの状況 

を考慮し、調査委員会を設けない形での対応を要望したため、意向に沿った対 

応を行なった。 

同年 3月 18 日、市長に重大事態の発生及び調査委員会を立ち上げない形での 

対応を行うことについて報告した。 

同年 3月 23 日、学校主体の組織で行なった調査の内容を取りまとめ、最終報 

告書としてＡ保護者に提示した。その際、今後は、第三者による調査を希望し 

ないことを書面により確認した。 

同年 6月 21 日、市長に最終報告書の提示をもって本事案の対応が終了したこ 

とを報告した。 

   （ウ）その後の状況 

      Ａは、中学校を卒業し、通常の高校生活を送っている。 

イ Ｏ学校の事案について

（ア）経緯 

令和 3年 3月 8日、Ａが学校を欠席した際、欠席理由を確認するため、担任 

がＡ保護者に連絡を取ったところ、「同じクラスのＣが怖くて学校に行けない」 

との訴えがあった。その後、同年 3月 11 日、学校に、Ａ保護者がＢ保護者とと 

もに来校し、本事案について面談した際、Ａは同年 1月頃から、Ｂは同年 2月 

頃から、Ｃから暴言や暴力を受けていたことが判明した。 

（イ）調査状況 

  令和 3年 3月 26 日、市長に重大事態の発生を報告するとともに、保護者の 

意向に沿って調査委員会を立ち上げず、学校主体の組織で調査することについ 

て報告をした。 

同年 6月 21 日、市長に最終報告書の提示をもって本事案の対応が終了したこ 
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とを報告した。 

（ウ）その後の状況 

     令和 3年 7月 1日現在、Ａ及びＢは、Ｃとは別々の学級に所属しており、欠 

    席なく登校している。 

（２）損害賠償請求事件について 

ア 令和 3年 6月 16 日（水）予定の口頭弁論 

  中止 

イ 次回口頭弁論期日予定 

    令和 3年 9月 1日（水） 
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次世代支援・教育力向上特別委員会質疑応答概要

（令和３年 ８月）                               学校教育部

質 疑 応 答

１ 教育委員会定例会の開催状況について

 ＜ 質 疑 ＞

（荻野 梓 委員）

（４）第９回教育委員会定例会（６月１７日）

の内容のエその他の（ア）ＧＩＧＡスクール端末

の持ち帰り運用の開始に係り、夏季休業中におけ

るＧＩＧＡスクール端末の持ち帰り状況について

伺いたい。

（荻野 梓 委員）

夏季休業中にＧＩＧＡスクール端末の持ち帰り

を実施していない学校に対して、どのような指導

助言をしていくのか伺いたい。

（荻野 梓 委員）

ＧＩＧＡスクール端末のネットワークへの接続

（庶務課長）

 夏季休業中における、ＧＩＧＡスクール端末の

持ち帰り状況は把握していない。６月１７日の教

育委員会においては、ＧＩＧＩＡスクール端末の

持ち帰りに向けた準備が整ったことから、各学校

あてに家庭からのネットワークへの接続テスト

の実施をお願いしたものである。

（指導課長）

 夏季休業中の８月２３日から２７日までの３

日間にサマースクールの実施を計画しているが、

現在の新型コロナウイルスの感染拡大を考慮し、

計画の見直しをするよう、全校に通知したところ

である。

 その通知において、２学期からのＧＩＧＡスク

ール端末の活用を見据え、サマースクール期間に

取り組むよう通知している。

（庶務課長）

学校へは可能な範囲内での接続テストをお願
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質 疑 応 答

テストについて、学校により対象学年が異なるよ

うであるが、学校へはどのように通知したのか。

（荻野 梓 委員）

 ＧＩＧＡスクール端末の運用に係り、保護者用

ヘルプデスクが９月１５日まで開設されている

が、９月１５日以降の継続及び問い合わせ件数を

伺いたい。

いしたところである。小学校においては、家庭環

境も踏まえ、低学年では実施を見合わせた学校も

あると考えている。

（庶務課長）

 ＧＩＧＡスクール端末の保護者用ヘルプデス

クは、持ち帰り運用に備え６月１６日から３ヵ月

間、９月１５日までの契約となっており、契約延

長の予定はないが、通常のヘルプデスクについて

は、引き続き設置している。また、問い合わせ件

数については７月１４日時点で１９３件との報

告を受けている。
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次世代支援・教育力向上特別委員会質疑応答概要

（令和３年 ８月）                         教育総務部 教育総務課

質 疑 応 答

２ 小学校における３５人学級の実施について

 ＜ 質 疑 ＞

（坂本 だいすけ 委員）

教室の確保について、改修工事等が必要な学校

は何校か。

（芦田 芳枝 委員）

改修工事等が必要な１０校はどこの学校か。

（板橋 博美 委員）

 不足する教室の数は市全体でどのくらいあるの

か。また、特別教室等を転用するとのことである

が、改修工事を行っていくにあたっての考え方を

教えてほしい。

（教育総務課長）

 現時点の令和７年度までの児童生徒数推計に

よると、小学校５２校中、１０校で改修工事等が

必要になると見込んでいる。

（教育総務課長）

 現時点の令和７年度までの児童生徒数推計に

基づくものであるが、飯塚小、舟戸小、並木小、

青木中央小、芝富士小、安行東小、戸塚北小、木

曽呂小、幸町小、安行小の１０校である。

（教育総務課長）

 令和３年度時点では、小学校５２校で普通教

室、特別支援学級、通級指導教室で使用している

教室は、市全体の合計で１，０２２教室であり、

転用可能な教室は２４１教室である。

令和７年度までに全学年で３５人学級となっ

た時点の想定としては、教室として必要な数が

１，１０９教室となるが、転用可能な教室のうち、

８７教室を転用すれば市全体としては不足しな
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質 疑 応 答

（板橋 博美 委員）

 特別教室から普通教室への転用を図るとのこと

だが、特別教室は、必要であるから整備されたも

のと考えられる。より良い教育環境を整備するた

めには、転用を図る場合にも慎重に取り組んでほ

しい。（要望）

い。しかしながら、学校ごとに事情が異なり教室

不足が生じる学校がある。

 特別教室等の転用にあたっては、面積が広い多

目的室等を分割して２教室分を確保する改修を

行い、また、理科室等が２教室ある学校は、その

うち１教室を授業に支障ない範囲で普通教室へ

の転用を図る。その際に黒板、空調機等の必要な

設備を合わせて整備する。
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次世代支援・教育力向上特別委員会質疑応答概要

（令和３年 ８月）                               学校教育部

質 疑 応 答

２ 小学校における３５人学級の実施について

 ＜ 質 疑 ＞

（坂本 だいすけ 委員）

 ３５人学級の実施に伴う教職員の確保の見通し

について伺いたい。

（芦田 芳枝 委員）

その他の課題にある特別支援学級や通教指導教

室の教員は、どのように確保するのか。

（芦田 芳枝 委員）

 特別支援学級の教員に対してどのような研修を

行っているのか。

（学務課長）

 まず、県費負担の教職員は、今後、令和４年度

の所要数について県教育委員会と協議し、確保に

努めていく。また、臨時的任用教職員については、

教員免許が取得可能な大学とも連携し、不足が生

じることのないよう対応していく。

（学務課長）

 県教育委員会に対し、特別支援学級の指導が可

能な教員免許を所有している教員や志望者を確

認し、確保に努めていく。

（指導課長）

今年度から、特別支援教育に係る研修として２

つの研修を実施している。１点目は６日間にわた

り特別支援教育への理解を深めることを目的と

した研修であり、２点目は特別支援学級新設校、

特別支援学級設置予定校を対象とした特別支援

学級と特別支援教育の理解促進を図ることを目

的とする研修となっている。
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質 疑 応 答

（芦田 芳枝 委員）

 通級指導教室の拡充に向けた取り組みについ

て伺いたい。また、昨年度、通級指導教室への通

学を希望しながら受け入れられなかった児童生

徒がいたとのことであるが、今年度の受け入れ状

況はどのようになっているのか。

（芦田 芳枝 委員）

 小中学校の特別支援学級の設置状況及び特別

支援学級の設置予定校を伺いたい。

（板橋 博美 委員）

 小中学校適性規模適正配置基本方針では、１つ

の学校で１２から２４学級が適正とされている

中、それを大きく上回る学校がある。３５人学級

の実施に伴い、学級数も増加することから、学校

の新設について検討してはどうか。

（指導課長）

 通級指導教室には難聴・言語障害通級指導教室

及び発達障害・情緒障害通級指導教室があり、来

年度は難聴・言語障害通級指導教室を２校に設置

する予定である。昨年度は通級指導教室において

待機者が生じる状況となったが、令和３年度にお

いて待機者は生じていない。

（指導課長）

 令和３年度現在の特別支援学級の設置校は小

学校５２校中３０校、中学校２６校中１３校とな

っており、令和４年度には新郷小、領家小、芝富

士小、慈林小、安行東中、榛松中に新設する予定

となっており、小学校３４校、中学校１５校とな

る予定である。

（学務課長）

 児童数が多い学校があることは事実であるも

のの、基本方針の中では、将来的には減少すると

予想されていることから、基本的には新たな学校

建設はせず、現存の施設活用により対応を図って

いくこととなっている。今後３５人学級の整備を

進める中において、その必要性について慎重に研

究していく。
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質 疑 応 答

（関 裕通 委員）

 学校の児童数については、大規模となっている

戸塚地区や教室に余裕のある南平地区など、地域

によって異なっている。学校の学級数について

は、実情に合わせ適切に整備を進めて頂きたいと

要望する。
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次世代支援・教育力向上特別委員会質疑応答概要

（令和３年 ８月）                               学校教育部

質 疑 応 答

３ いじめ問題の現状について

 ＜ 質 疑 ＞

（荻野 梓 委員）

 （１）のアＮ学校の事案について、生徒Ａはど

のくらいの欠席状況だったのか。

（荻野 梓 委員）

 不登校の原因について、なぜ卒業文集に書かれ

るまで判明しなかったのか。また、いじめと判明

するまでに学校はどんな対応をしていたのか。

（指導課長）

 １年次は、１２日間ほど欠席したがその他は出

席していた。３学期の球技大会に向けて、クラス

メイトから練習に誘われていたが、生徒Ａは参加

しなかった。このことに対し、加害生徒から暴言

を言われた。担任が加害生徒に指導したため、生

徒Ａは大会には参加することができた。さらに、

部活動において、友人関係のトラブルから加害生

徒に「帰れ」と言われたことがあり、そのあたり

から生徒Ａには加害生徒に対して嫌だという思

いが強くなっていった。２年次では水上自然教室

に参加したが、その後の７月以降は全欠席であっ

た。

（指導課長）

 学校としては、１年次に生徒Ａと加害生徒との

トラブルがあったことについては把握していた。

担任、学年主任、生徒指導主任等が関わり指導を

行った結果、解決しているものと判断していた。

その後も、担任、学年主任、部活動顧問等が関わ
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質 疑 応 答

（荻野 梓 委員）

 ２年生からの２年間の支援について、しっかり

行っていたと思うが、長期に不登校となっている

子供たちへのフォローを丁寧に行ってほしい。

（石橋 俊伸 副委員長）

生徒Ａの担任は、３年間同じであったのか。

もし、違うのであれば引継ぎはしっかり行われて

いたのか。

（石橋 俊伸 副委員長）

 不登校へのフォローとして、家庭訪問等の体制

はどうなっているのか。生徒Ａに対する家庭訪問

等は行われていたのか。

り、生徒Ａは水上自然教室にも参加することがで

きたが、継続的な登校にはつながらなかった。

また、欠席が重なる中で本人から、いじめが原

因であるという訴えもなく、結果として卒業文集

の記載内容により学校がいじめとして認知する

こととなった。

（指導課長）

 毎年違う担任が担当していた。引継ぎは行われ

ていた。

（指導課長）

市教委としては、欠席が続く場合については、

家庭と密に連絡をとり丁寧に対応していくこと、

３日以上欠席が続く場合には家庭訪問を行なう

こと等を指導している。生徒Ａに対しては、担任、

スクールカウンセラー、すこやか相談員、サポー

ト相談員が関わり、面談や家庭訪問等を実施して

いた。
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質 疑 応 答

（石橋 俊伸 副委員長）

今後も、いじめの対応についてしっかりとした

対応をお願いしたい。

（関 裕通 委員）

いじめ事案について、特別委員会での報告以外

に、校長会やいじめ対応教員等に対して情報共有

を行っているのか。

（関 裕通 委員）

いじめ事案については、現場の先生方が把握し

ていくことが大切であり、どう対応したのかを知

ることがいじめ対応への参考になると考えてい

る。市教委の見解も添えて伝えていくとよい。そ

して、二度と同じようないじめ事案を起こさない

という姿勢を示してほしい。

（秘密会へ移行）

（指導課長）

 いじめ対応教員への情報共有については、今後

検討していきたい。

（学校教育部長）

 校長会において、その時々に応じて教育長、学

校教育部長の言葉として事案の共有を行ってい

る。今後も個人情報に留意しつつ、情報共有でき

るよう検討していく。
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議案第１００号

令和４年度当初川口市立小・中学校教職員人事異動方針について

このことについて、別紙のとおり議決を求める。

  令和３年９月１４日提出

川口市教育委員会教育長  茂 呂  修 平
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令和４年度当初川口市立小・中学校教職員人事異動方針について

 本委員会は、ここに令和４年度当初人事異動を推進するに当たり、川口市立小・中学校教

職員人事異動の方針を次のとおり定め、その実現を期するものである。

 その実施に当たっては、教育関係各位の積極的な御協力を切望してやまない次第である。

 令和３年９月１４日

                   川 口 市 教 育 委 員 会
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令和４年度当初川口市立小・中学校教職員人事異動方針

１ 基本方針

 埼玉県教育委員会の示す人事異動の方針及び細部事項の実現を期し、本市の実情に基づき、

適正な異動を推進する。

２ 転任・転補

（１）魅力ある学校づくりを推進するため、教職員の特性、能力、勤務実績及び職務経験並

びに各学校の教職員構成及び地域社会との関係を考慮して、適材を適時に適所に配置す

る。

（２）人事異動にあたっては、教職員組織の充実を図るため、学校間の教職員の性別、年齢、

教科等の構成の均衡に配慮する。

（３）教職員の視野を広め職務経験を豊かにするとともに、学校の活力を高めるため、新規

採用後早期に複数校を経験するよう、積極的に異動を行う。

（４）学校の気風の停滞を防ぐとともに、職務経験を豊かにするため、同一校勤務年数の長

い者については、積極的に異動を行う。

（５）校長、教頭、及び主幹教諭については、学校の活性化を図るため、勤務の実績及び能

力等を考慮し、広域的な異動を行う。

３ 人事交流

  教職員の視野を広げ、教職員組織を活性化するため、小学校・中学校・義務教育学校・

高等学校・特別支援学校等との間の人事交流を積極的に行う。
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 令和４年度当初川口市立小･中学校教職員人事異動方針細部事項

１ 新採用教職員・転任・転補について

（１）新採用教職員の配置については、人材育成の観点及び学校間の教職員組織の均衡を

勘案して行う。

（２）転任・転補については、教職員の意向を把握し、人事異動方針及び細部事項に基づ

いて行う。

（３）教職員の視野を広げ、職務経験を豊かにするため、市町村間の異動を積極的に行う

とともに、校種間の人事交流に努める。

（４）次の教員（教頭及び主幹教諭を除く。）、事務職員、学校栄養職員については、原則

として異動を行わない。

   ア 同一校在職３年未満の者

   イ 産休・育休等を取得中及び妊娠中の者

   ウ 休職中の者

（５）経験豊かな教員（教頭及び主幹教諭を除く。）の異動については、各学校の教職員構

成及び学校運営の適正化を図るため、計画的に推進する。

    特に、教頭候補者名簿登載者の異動を積極的に行う。

（６）事務職員については、職務経験等を考慮した計画的、積極的な異動を行う。

特に、事務主幹については、同一校に複数配置をすることのないよう異動を行う。

（７）学校栄養職員については、配当定数並びに給食施設の設置、廃止及び改修に関する

計画に留意しながら、単独実施校相互あるいは共同調理場相互の異動に限ることなく、

単独実施校と共同調理場との間での異動を積極的に推進する。

（８）近年新設及び統合した学校については、将来一時的に異動が集中しないよう、長期

的展望をもって計画的な人事異動を行う。

 （９）新設校あるいは通学区域に変更等のある学校については、管理職を含めて教職員組

織の充実を図る。

川口市立芝西中学校陽春分校（夜間中学）、川口市立高等学校附属中学校については、

学校規模や教育課程等を踏まえ、適材を配置し、教育の充実を図る。

（10）新採用の教員、事務職員及び学校栄養職員については、多様な経験を積ませ、資質

の向上を図るため、採用後５年以内に異動を行う。その際、原則として市町村間の異

動を行う。 

 （11）学校の気風の停滞を防ぐとともに、職務経験を豊かにするため、教員、事務職員及

び学校栄養職員は、同一校在職１０年以内に異動を行う。

    特に、７年以上の者については、積極的に異動を行う。

 （12）過員を調整するための異動については、優先して行う。特に、市町村間・教育事務

所間、校種間の異動も含め、重点的に行う。

    また、小・中学校間の異動については、資格及び特性等を考慮して行う。

 （13）管理職の異動については、学校の効率的運営と適正な管理が行われるよう、年齢・

経験年数・特性等を考慮して行う。

    また、原則として、校長・教頭の同時異動は行わない。

 （14）地域差･学校差の是正を図るため、校種及び学校規模等を配慮し、市町村間・教育

事務所間の異動を行う。
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（15）魅力ある学校づくりを推進するために、市町村間の異動に努める。

（16）小中学校９年間を一貫した教育の推進を図るために、小・中学校間の異動に努める。

（17）市として一貫した教育の推進を図るために、小・中学校と市立幼稚園、市立高等学

校との人事交流に努める。

 （18）女性教職員の異動については、適性を考慮し、個々の能力が十分に発揮できるよう

配慮する。

 （19）障害のある教職員の異動については、個々の障害の状況、能力、適性等を考慮して

行う。

 （20）本市の特別支援学級が増加していることに鑑み、特別支援学級の担当について、校

内人事を含め、積極的に配置するよう配慮する。

 （21）教職員の心身の状況に応じて、可能な範囲で人事上の配慮を行う。

 （22）子育てや介護など、教職員の家庭状況に応じ、可能な範囲で人事上の配慮を行う。

２ 人事交流関係について 

   国立大学法人埼玉大学附属学校及びさいたま市立学校の教職員との人事交流について

は、埼玉県教育委員会と協議して行う。

３ その他

（１）長期的展望に立った人事異動計画の立案と実施について

校長は、各学校の教職員構成の適正化に配慮し、長期的展望に立った人事異動計画

を立案する。

（２）退職

ア 退職については、職員の定年等に関する条例の定めるところにより、定年は６０歳 

とし、定年退職日は、定年に達した日以後における最初の３月３１日とする。

イ 令和４年３月３１日現在、満４５歳以上定年年齢未満で、勤続２０年以上の者が退 

職する場合は、職員の退職手当に関する条例の勧奨条項を適用する。

なお、学校職員勧奨退職取扱要綱第２の「教育長が定める期日」は、令和３年１

２月８日とする。

（３）降任

ア 管理職の希望による降任については、「校長、副校長及び教頭の希望による降任制

度実施要綱」に基づき行う。

イ 主幹教諭の希望による降任については、「校長、副校長及び教頭の希望による降任

制度実施要綱」に準じて行う。
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市内異動に関する川口市立小・中学校地区について

１ 基本方針

(1) 埼玉県教育委員会の「令和４年度当初教職員人事異動の方針」「令和４年度当初市

町村立小・中学校等教職員人事異動方針細部事項」及び川口市教育委員会の「令和４

年度当初川口市立小・中学校教職員人事異動の方針」「令和４年度当初川口市立小・

中学校教職員人事異動方針細部事項」に基づき、異動を行う。

(2) 市内転補を異動の意向とする教職員は、所属校の存する地区以外の複数地区を「令

和４年度当初人事に関する調書」の「異動にあたっての特記事項」欄に記入すること

ができるものとする。

２ 具体的な方策

(1) 小学校

 ① 市内を７地区に分割する。

 ② 原則として、現任校所在地区を除く地区を３つ以上記入する。

(2) 中学校

 ① 市内を５地区に分割する。

 ② 原則として、現任校所在地区を除く地区を２つ以上記入する。

 ③ 各学校の教科の所要状況を前提とする。

(3) その他

 ① 転補者を対象とする。

 ② 原則として、養護教諭、栄養教諭、事務職員、学校栄養職員も地区制の対象と

する。

 ③ 養護教諭、事務職員で小学校、中学校の両方に異動の意向がある場合は、小学校・

中学校の地区を併せて記入することができる。

 ④ 特別支援学級及び通級指導教室に異動の意向のある者は地区制の対象外とし、特

別支援学級または通級指導教室への異動の意向のある旨を調書に記入する。

 ⑤ 川口市立芝西中学校陽春分校及び川口市立高等学校附属中学校に異動の意向の

ある者は地区制の対象外とし、各学校への異動の意向のある旨を調書に記入する。

３ 地区制による人事異動実施上の留意点

(1) 調書中の市町村名は、必ず記入する。

(2) 地区名の記入がない場合は、一任とみなす。また、学校名の記入については一切

配慮しないこととする。

(3) 転補者に対する意向の打診は、原則として行わない。
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令和４年度 市内異動に関する川口市立小・中学校地区 

[小学校] 

地 区 学  校  名

Ａ 
上青木小  青木北小   並木小   前川小   青木中央小 

前川東小  上青木南小  芝中央小  

Ｂ 
芝小    芝西小    芝南小   柳崎小   芝樋ノ爪小 

根岸小   在家小 

Ｃ 
本町小   幸町小    仲町小   飯塚小   舟戸小 

飯仲小   原町小    芝富士小   

Ｄ 
元郷小   領家小    十二月田小 元郷南小  朝日東小 

朝日西小  東領家小 

Ｅ 
新郷小   安行小    新郷南小  新郷東小  慈林小 

東本郷小  安行東小 

Ｆ 
神根小   戸塚小    神根東小  差間小   戸塚東小 

戸塚北小  木曽呂小   戸塚綾瀬小 戸塚南小 

Ｇ 鳩ヶ谷小  中居小  辻小  里小  桜町小  南鳩ヶ谷小 

[中学校] 

地区 学  校  名

Ａ 芝中  芝東中  芝西中  岸川中  小谷場中  在家中 

Ｂ 北中  安行中  神根中  戸塚中  安行東中  戸塚西中 

Ｃ 東中  南中  元郷中  十二月田中  榛松中  領家中 

Ｄ 西中  青木中  上青木中  幸並中  仲町中 

Ｅ 鳩ヶ谷中  八幡木中  里中 

記入例  ＜年度当初人事に関する調書＞ 

※市内異動に関して、地区を記入する場合

※川口市立芝西中学校陽春分校への異動を希望

 する場合は、地区を２つ以上選択した上で、

「異動にあたっての特記事項」の欄の上段に

「川口市立芝西中学校陽春分校」への異動を希

望しますと記入してください。

※川口市立高等学校附属中学校への異動を希望

する場合は、地区を２つ以上選択した上で、

「異動にあたっての特記事項」の欄の上段に

「川口市立高等学校附属中学校」への異動を希

望しますと記入してください。

異動にあ

たっての

特記事項

線を引く

小Ｂ  小Ｄ  小Ｆ

原則として、所属校を含む地区以外

を３つ以上記入する。（小学校）

異動にあ

たっての

特記事項

川口市立芝西中学校陽春分校

への異動を希望します

中Ａ  中Ｂ

原則として、所属校を含む地区以外

を２つ以上記入する。（中学校）

異動にあ

たっての

特記事項

川口市立高等学校附属中学校

への異動を希望します

中Ｃ  中Ｄ

原則として、所属校を含む地区以外

を２つ以上記入する。（中学校）
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市内異動に関する小学校地区 
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市内異動に関する中学校地区 
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令和３年度 川口市立小・中学校 学校別・地区別教員平均年齢分布 

（校長、教頭、再任用教職員、養護教諭、栄養教諭、事務職員、学校栄養職員を除く） 

１ 学校別 

 小 学 校 中 学 校 

42 歳以上 仲町小、芝小、領家小、朝日東小、

芝樋ノ爪小、朝日西小、東領家小

幸並中、小谷場中、戸塚西中、 

芝西中陽春分校 

40 歳以上 42 歳未満 神根小、飯仲小、元郷南小、 

芝南小、神根東小、芝富士小、 

前川東小、柳崎小、芝中央小、 

在家小、戸塚東小、戸塚南小 

南中、十二月田中、安行中、 

芝西中、榛松中、神根中、 

領家中 

38 歳以上 40 歳未満 幸町小、上青木小、飯塚小、 

舟戸小、十二月田小、並木小、 

前川小、芝西小、根岸小、 

新郷東小、差間小、戸塚北小、 

中居小、辻小、桜町小 

東中、青木中、上青木中、 

戸塚中、在家中、安行東中、 

36 歳以上 38 歳未満 新郷小、青木北小、安行小、 

原町小、上青木南小、慈林小、 

東本郷小、安行東小、木曽呂小、

戸塚綾瀬小、里小、南鳩ヶ谷小 

北中、芝中、芝東中、 

鳩ケ谷中、八幡木中、里中、 

川口市立高等学校附属中 

34 歳以上 36 歳未満 本町小、元郷小、戸塚小、 

青木中央小、鳩ヶ谷小 

西中、元郷中、 

31 歳以上 34 歳未満 新郷南小 仲町中、岸川中、 

２ 地区別（芝西中学校陽春分校、川口市立高等学校附属中学校を除く） 

 小 学 校 中 学 校 

40 歳以上 Ｂ地区、Ｄ地区 Ｂ地区 

39 歳以上 40 歳未満 Ｃ地区 Ｃ地区

38 歳以上 39 歳未満 Ａ地区、Ｆ地区 Ａ地区、Ｄ地区 

37 歳以上 38 歳未満 Ｅ地区、Ｇ地区  

36 歳以上 37 歳未満  Ｅ地区 

３ 市内平均年齢       ＊令和４年３月３１日現在における教職員の平均年齢

小 学 校 中 学 校 

３９．３歳 ３８．７歳 

４ 埼玉県・全国の平均年齢  

埼 玉 県（令和元年度学校教員統計調査） 全 国（令和元年度学校教員統計調査）

小学校 中学校 小学校 中学校 

４０．１歳 ４２．４歳 ４２．６歳 ４３．６歳 
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埼玉県市町村立小・中学校教職員配当基準表 

小   学   校 中   学   校
学級数 校長・教員 養護教員 事務職員 学級数 校長・教員

(特別支援 

学級を除く)

養護教員 事務職員

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

３ 

４ 

６ 

７ 

８ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

５ 

８ 

９ 

１０ 

１１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

９ 

１０ 

１１ 

１２ 

１３ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

６ 

７ 

８ 

９ 

１０ 

１２ 

１４ 

１５ 

１７ 

１８ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１５ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１１ 

１２ 

１３ 

１４ 

１５ 

１９ 

２０ 

２２ 

２３ 

２４ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２０ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１６ 

１７ 

１８ 

１９ 

２０ 

２６ 

２７ 

２９ 

３１ 

３２ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

２５ 

２６ 

２７ 

 ２９ 

 ３０ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２１ 

２２ 

２３ 

２４ 

２５ 

３４ 

３５ 

３７ 

３８ 

３９ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

 ３１ 

 ３２ 

 ３３ 

 ３４ 

 ３５ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２６ 

２７ 

２８ 

２９ 

３０ 

４１ 

４２ 

４３ 

４５ 

４７ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

３１ 

３２ 

３３ 

３４ 

３５ 

 ３６ 

 ３７ 

 ３８ 

 ３９ 

 ４０ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

３１ 

３２ 

３３ 

３４ 

３５ 

４８ 

５０ 

５１ 

５２ 

５４ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

３６ 

３７ 

３８ 

３９ 

４０ 

 ４２ 

 ４３ 

 ４４ 

 ４５ 

 ４７ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

２ 

２ 

特別支援 

学級数 
教 員 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

１ 

３ 

４ 

６ 

７ 

９ 

４１ 

４２ 

４３ 

 ４８ 

 ４９ 

 ５０ 

１ 

１ 

１ 

２ 

２ 

２ 

 養護教員については、小学校が児童数８５１人以上の場合、中学校が生徒数８０１人以上の

場合、複数配置とする。 

なお、学校の実態を考慮し特に必要が認められる場合、複数配置を行うものとする。 

当日資料３-11-



基準外配当教員に係る算出表（中学校） 

生徒数 基準外配当教員 標準学級数（40人編制） 

※ 中学校第１学年が該当学年と

なる。 

※ 基準教員数に加え、該当学年

につき１名の教員が配当される。 

 １～３８ 
１学級 

３９～４０ 基準外配当 １名 

４１～７６ 
２学級 

７７～８０ 基準外配当 １名 

 ８１～１１４ 
３学級 

１１５～１２０ 基準外配当 １名 

１２１～１５２ 
４学級 

１５３～１６０ 基準外配当 １名 

１６１～１９０ 
５学級 

１９１～２００ 基準外配当 １名 

２０１～２２８ 
６学級 

２２９～２４０ 基準外配当 １名 

２４１～２６６ 
７学級 

２６７～２８０ 基準外配当 １名 

２８１～３０４ 
８学級 

３０５～３２０ 基準外配当 １名 
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教県第 ２ ８ ３ 号

令和３年８月２ ４ 日

各市町村教育委員会教育長

各市町村立小・ 中・ 義務教育・ 特別支援学校長

各 県 立 学 校 長

各 教 育 事 務 所 長

埼玉県教育委員会教育長（ 公印省略）

令和４年度当初教職員人事異動方針について（ 通知）

標記の件について、別紙のとおり決定したので通知します。

なお、 実施に当たっては、各関係機関の連携を密にし、 協力して適正な人事を

行い、所期の目的が達成されるよう格段の御尽力をお願いします。 また、 貴管下

教職員にも、趣旨を周知徹底するよう御配意願います。

様

資料１
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教育局
川口市

'21.08.25
学務課
第196号



令和４年度当初教職員人事異動方針について

本委員会は、ここに令和４年度当初人事異動を推進するに当たり、教職員人事

異動の方針を次のとおり定め、 その実現を期するものである。

その実施に当たっては、各市町村教育委員会をはじめ教育関係各位の積極的な

御協力を切望してやまない次第である。

令和３年８月２ ４ 日

埼玉県教育委員会
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令和４年度当初教職員人事異動方針

１ 基本方針

「 第３期埼玉県教育振興基本計画」 を踏まえ、学校教育に対する県民の期待に応える

ため、以下に基づき、人事異動を推進する。

(1) 本県教育界の活性化を図り、気風を刷新して教育効果を高めるため、人材を抜擢
てき

し、

適材を適時に適所に配置することを基本に異動を推進する。

(2) 本県教育界の人材育成を期して、教職員の視野を広め職務経験を豊かにするための異

動を推進する。

(3) 教育の機会均等を図るため、各学校の教職員組織の充実と均衡化に努め、地域差・ 学

校差を是正する。

(4) 本県教育水準の向上を図るため、全県的視野から長期的展望に立って、計画的に選考、

異動を実施する。特に、市町村立小・ 中学校等（ さいたま市を除く 。） の教職員の人事

異動については、市町村教育委員会の内申を尊重して行う。

(5) 新採用教職員については、人材育成の観点及び学校間の教職員組織の均衡を勘案して

適切な配置に努める。

(6) 再任用職員については、豊かな経験を生かすとともに、調和のとれた学校運営に資す

るため、全県的視野から適切な配置に努める。

(7) 女性教職員の個々 の能力、適性等を考慮し、積極的な登用に努める。

(8) 障害のある教職員については、個々 の障害の状況、能力、適性等を考慮し、適切な配

置に努める。

２ 転任・ 転補

(1) 魅力ある学校づく りを推進するため、教職員の特性、能力、勤務実績及び職務経験並

びに各学校の教職員構成及び地域社会との関係を考慮して、適材を適時に適所に配置す

る。

(2) 人事異動にあたっては、教職員組織の充実を図るため、学校間の教職員の性別、年齢、

教科等の構成の均衡に配慮する。

(3) 教職員の視野を広め職務経験を豊かにするとともに、学校の活力を高めるため、新規

採用後早期に複数校を経験するよう、積極的に異動を行う。
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(4) 学校の気風の停滞を防ぐとともに、職務経験を豊かにするため、同一校勤続年数の長

い者については、積極的に異動を行う。

(5) 校長、副校長、教頭、事務長等及び主幹教諭については、学校の活性化を図るため、

勤務の実績及び能力等を考慮し、広域的な異動を行う。

３ 登用

校長、副校長、教頭、事務長等及び主幹教諭は、有資格者の中から、全県的視野の下

に真にその職に適する者を登用する。

また、女性教職員の管理職への積極的な登用に努めるとともに、若手教職員の管理職

への登用に努める。

４ 人事交流

教職員の視野を広げ、教職員組織を活性化するため、小学校・ 中学校・ 義務教育学校・

高等学校・ 特別支援学校等との間の人事交流を積極的に行う。
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教小第２ ２ ５ 号

令和３年８月２６日

各市町村教育委員会教育長

各市町村立小・ 中・ 義務教育・ 特別支援学校長 様

各 教 育 事 務 所 長

埼玉県教育委員会教育長

（ 公印省略）

令和４年度当初市町村立小・ 中学校等教職員人事異動方針細部事項

について（ 通知）

このことについて、別紙のとおり決定したので、通知します。

なお、実施に当たっては、「 令和４年度当初教職員人事異動方針」 に基づき各関係機

関との連携を密にし、協力して適正な人事を行い、所期の目的が達成されるよう格段の

御尽力をお願いします。

また、貴管下教職員にも、趣旨を周知徹底するよう御配意願います。
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令和４年度当初市町村立小・ 中学校等教職員人事異動方針細部事項

令和４年度当初市町村立小・中学校等教職員人事異動は、「 令和４年度当初教職員人事

異動方針」 に基づき、次に掲げる各項目に従い実施する。

１ 基本方針関係

(1) 新採用教職員

新採用教職員の配置については、採用候補者名簿に登載された者の中から、人材

育成の観点及び学校間の教職員組織の均衡を勘案して、全県的視野に立って行う。

(2) 再任用職員

再任用職員については、職員の再任用に関する条例によるものとし、従前の勤務

実績に基づく選考により再任用する。

なお、再任用に当たっては、当分の間、退職時における勤務校を所管する市町村

教育委員会の管内への配置を原則とする。ただし、これにより難い場合は、広域的な

異動により適切に配置を行う。

２ 転任・ 転補関係

(1) 転任・ 転補については、教職員の意向を把握し、人事異動方針及び細部事項に基

づいて行う。

(2) 教職員の視野を広げ、職務経験を豊かにするため、市町村間の異動を積極的に行

うとともに、校種間の人事交流に努める。

(3) 次の教員（ 教頭及び主幹教諭を除く 。） 、事務職員、学校栄養職員については、原

則として異動を行わない。

ア 同一校在職３年未満の者

イ 産休・ 育休等を取得中及び妊娠中の者

ウ 休職中の者

(4) 経験豊かな教職員（ 教頭及び主幹教諭を除く 。）の異動については、各学校の教職

員構成及び学校運営の適正化を図るため、計画的に推進する。

特に、教頭候補者名簿登載者の異動を積極的に行う。

(5) 事務職員については、職務経験等を考慮した計画的、積極的な異動を行う。

特に、事務主幹については、同一校に複数配置をすることのないよう異動を行う。

(6) 学校栄養職員については、配当定数並びに給食施設の設置、廃止及び改修に関す

る計画に留意しながら、単独実施校相互あるいは共同調理場相互の異動に限ること

なく 、単独実施校と共同調理場との間での異動を積極的に推進する。

(7) 児童生徒数が少ない地域の学校における教職員組織の充実を図るため、それ以外

の地域の学校との交流に努める。

(8) 近年新設及び統合した学校については、将来一時的に異動が集中しないよう、長

期的展望をもって計画的な人事異動を行う。

(9) 新設校あるいは通学区域に変更等のある学校については、管理職を含めて教職員

組織の充実を図る。

(10) 新採用の教員、事務職員及び学校栄養職員については、多様な経験を積ませ、資

質の向上を図るため、採用後５年以内に異動を行う。その際、原則として市町村間

の異動を行う。

(11) 学校の気風の停滞を防ぐとともに、職務経験を豊かにするため、教員、事務職員

及び学校栄養職員は、同一校在職１０年以内に異動を行う。

特に、７年以上の者については、積極的に異動を行う。

(12) 過員を調整するための異動については、優先して行う。

特に、市町村間・ 教育事務所間、校種間の異動も含め、重点的に行う。
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また、小・ 中学校間の異動については、資格及び特性等を考慮して行う。

(13) 管理職の異動については、学校の効率的運営と適正な管理が行われるよう、年齢・

経験年数・ 特性等を考慮して行う。

また、原則として、校長・ 教頭の同時異動は行わない。

(14) 地域差・学校差の是正を図るため、校種及び学校規模等を配慮し、市町村間・教育

事務所間の異動を行う。

(15) 魅力ある学校づく りを推進するために、市町村間の異動に努める。

(16) 小中学校９年間を一貫した教育の推進を図るために、小・ 中学校間の異動に努め

る。

(17) 女性教職員の異動については、個々 の能力が十分に発揮できるよう配慮する。

(18) 障害のある教職員の異動については、個々 の障害の状況、能力、適性等を考慮し

て行う。

(19)  教職員の心身の状況に応じて、可能な範囲で人事上の配慮を行う。

(20)  子育てや介護など、教職員の家庭状況に応じ、可能な範囲で人事上の配慮を行う。

３ 登用関係

(1) 主幹教諭への登用は、教頭候補者名簿に登載された者の中から行う。

その際、他の市町村教育委員会管内及び他の教育事務所管内からの登用を積極的

に推進する。

(2)管理職への登用は、校長・ 教頭候補者名簿に登載された者の中から行う。

その際、広域的視野から、他の市町村教育委員会管内及び他の教育事務所管内か

らの登用を積極的に推進する。

なお、女性教職員の管理職への積極的な登用に努めるとともに、若手教職員の管

理職への登用に努める。

４ 人事交流関係

国立大学法人埼玉大学附属学校及びさいたま市立学校との人事交流については、埼

玉県教育委員会と関係機関が協議の上行う。

５ その他

(1) 長期的展望に立った人事異動計画の立案と実施について

ア 市町村教育委員会及び校長は、各学校の教職員構成の適正化に配慮し、長期的展

望に立った人事異動計画を立案する。

イ 教育事務所長は、上記アの計画の具体化を進めるため、管内市町村教育委員会の

人事の実態や課題に基づき、市町村教育委員会の協力のもと、広域的な異動を推進

する。

(2) 退職

ア 退職については、職員の定年等に関する条例の定めるところにより、定年は６０

歳とし、定年退職日は、定年に達した日以後における最初の３月３１日とする。

イ 令和４年３月３１日現在、満４５歳以上定年年齢未満で、勤続２０年以上の者が

退職する場合は、職員の退職手当に関する条例の勧奨条項を適用する。

なお、学校職員勧奨退職取扱要綱第２の「 教育長が定める期日」は、令和３年１２

月８日とする。

(3) 降任

ア 管理職の希望による降任については、「 校長、副校長及び教頭の希望による降任

制度実施要綱」 に基づき行う。

イ 主幹教諭の希望による降任については、「 校長、副校長及び教頭の希望による降

任制度実施要綱」 に準じて行う。
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